
令和８年度『社会福祉法人経営者セミナー』開催要綱 
全国経営協都道府県経営協セミナー（前期） 

 

１ 趣 旨 

長期化する物価高騰や全産業における賃金上昇、労働人口の減少など、社会福祉法人を

取り巻く環境は一層厳しさを増しています。 

本セミナーは、社会保障・社会福祉をめぐる最新の制度動向や人材確保の傾向を共有

し、今後の社会福祉法人経営について参加者と一緒に考えるとともに、経営協に対する会

員の声を伺う双方向性の機会とすることを目的に開催します。 
 

２ 主 催 北海道社会福祉法人経営者協議会、北海道社会福祉協議会 
 

３ 共 催 全国社会福祉法人経営者協議会 
 

４ 日 時 令和８年９月１１日（金）１３：３０～１６：００ 
 

５ 会 場 かでる２．７ ４階 大会議室（札幌市中央区北２条西７丁目１） 
 

６ 定 員 ２００名 
 

７ 対 象 社会福祉法人・社会福祉施設の役職員 
 

８ 参加費 全国社会福祉法人経営者協議会会員法人の役職員 無料 

同        非会員法人の役職員 ５，０００円（１人当たり） 

        ※当日、受付時に現金にて申し受けます。 
 

９ 参加申込・事前アンケートの提出 

（１）参加申込 

   下記ＵＲＬにアクセスし、令和８年８月２８日（金）までにお申込ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事前アンケートの提出 

下記ＵＲＬにアクセスし、上記申込同様に、令和８年８月２８日（金）までに全国社会

福祉法人経営者協議会 にご提出ください。 

 
 

 

  

【参加申し込み用ＵＲＬ】 

https://forms.gle/gx8wTfFFHwbt24nFA 

 
 

【事前アンケート用ＵＲＬ】 

https://forms.gle/RK3gJ63YMGEWcMUq7 

 

本研修会の参加者に関する個人情報は、当法人の個人情報保護規程に基づき適切に取り扱います。 

申込に記載された個人情報は、この研修会の運営、連絡等の目的にのみ使用し、他の目的に使用

することはありません。また、研修会を円滑に運営し、受講者相互の情報交換を行うことを目的に、

参加者の氏名、市町村名、法人名、所属先及び職名を記載した名簿を作成し、参加者及び講師に提

供します。 



１０ 内 容（※直近の制度動向等により、一部変更の可能性があります。） 

時間 内  容 

13：30～13：40 開会あいさつ・オリエンテーション 

13：40～14：50 

（70 分） 

※質疑含む 

①講義Ⅰ「シン・社会福祉法人～AI に聞く前に知っておきたい、社会保障・

社会福祉のこれから～」 

・講師：大﨑 雅子 氏（全国社会福祉法人経営者協議会制度・政策委員会 

委員／社会福祉法人海望福祉会特別養護老人ホームあんどの里施設長） 

我が国の社会保障を取り巻く環境は大きな転換期を迎えています。少子高 

齢化と人口減少の進行に加え、物価・エネルギー価格の高騰や人材確保の困 

難化により、社会福祉法人の経営環境は一層厳しさを増しています。 

 また、2040 年頃を見据えた社会保障制度改革の議論が本格化するなか、財 

政制度等審議会の建議や「骨太の方針 2026」などの政策動向は、社会福祉法 

人の経営や福祉サービスのあり方に大きな影響を及ぼします。 

 AI が急速に普及する時代だからこそ、社会保障・社会福祉をめぐる動向や、 

その背景にある考え方を正しく理解することが重要です。 

本講義では、社会保障・社会福祉の最新動向を確認するとともに、虐待防 

止・権利侵害の根絶に向けた取組、全国経営協による政策提言・要望活動に 

ついて解説します。これからの法人経営と社会福祉法人の使命についてとも 

に考えます。 

＜主な内容＞  

 骨太方針 2026、財政審の建議、地方創生、処遇改善など社会保障制度の

動向をチェック 

 虐待防止・権利侵害の根絶に向けた取組 

 引き続き！全国経営協の政策提言 

14：50～15：00 休憩 

15：00～15：10 

（10 分） 

②【全国青年会入会促進 PR】 

「全国青年会がいま目指していること～各委員会の取り組み～」 

・説明者：太田 真海（北海道社会福祉法人経営青年会 会長） 

 全国青年会の各委員会はそれぞれのテーマに基づいて活動しています。 

それらの取り組みを制作した動画を通じて紹介します。 

15：10～15：55 

（45 分） 

③講義Ⅱ「解説その 1 社会福祉法人アクションプラン 2030 

解説その 2 日本版 DBS（こども性暴力防止法）」 

・講師：土谷 一貴 氏（全国社会福祉法人経営者協議会事務局） 

本講義では、「社会福祉法人アクションプラン 2030」の基本的な考え方や 

策定の背景を解説するとともに、2040 年を見据えた社会福祉法人の今後の方 

向性について説明します。 

あわせて、令和 8年 12 月から施行される日本版 DBS について、制度の概 

要と実務上の対応ポイントを説明します。 

15:55～16:00 アンケート記入 

16：00 閉会 

 

１１ 問合せ先 

北海道社会福祉法人経営者協議会事務局 

   （北海道社会福祉協議会 法人・施設支援部法人支援課 担当：野村） 

Tel 011-241-3982 / Fax 011-280-3162 / Email:d-keieikyo@dosyakyo.or.jp 


